
事 業 概 況 （平成 30年 2月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成30年 2月末現在における保険給付支払総額は7,016億円で、前年同期に比べ

て0.1％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,556億円で50.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,161億円で30.8％を占めている。以下、休業補償給付が12.3％、障害補償一時金が3.9％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が10.3％増、二次健康診断等給付が6.4％

増、療養補償給付が3.4％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.5％減、介護補償給付が2.1％減、年金等給付が

1.5％減、休業補償給付が1.1％減、葬祭料が0.5％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 700,820,789 100.0 0.6 △    701,557,200 100.0 0.1

療 養 補 償 給 付 208,930,576 29.8 0.8 216,057,905 30.8 3.4

休 業 補 償 給 付 87,486,743 12.5 2.4 △    86,512,670 12.3 1.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 28,036,466 4.0 0.9 △    27,336,586 3.9 2.5 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,457,588 0.9 7.4 7,120,791 1.0 10.3

葬 祭 料 1,898,444 0.3 0.3 1,888,850 0.3 0.5 △    

介 護 補 償 給 付 6,101,809 0.9 0.3 △    5,971,438 0.9 2.1 △    

年 金 等 給 付 360,909,607 51.5 1.0 △    355,605,677 50.7 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 999,554 0.1 0.1 1,063,284 0.2 6.4

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　29年2月末 平成29年度　30年2月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が2,039億円で29.1％、「その他の事業」が2,021億円で28.8％、

「製造業」が1,729億円で24.7％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.0％、「林業」が1.8％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 7.0％増、「その他の

事業」が3.0％増、「船舶所有者の事業」が0.9％増、「運輸業」が0.1％増となっているのに対し、「漁業」が9.7％減、「林

業」が5.6％減、「鉱業」が4.9％減、「建設事業」が1.0％減、「製造業」が0.6％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 700,820,789 100.0 0.6 △    701,557,200 100.0 0.1

林 業 13,550,682 1.9 2.7 △    12,787,717 1.8 5.6 △    

漁 業 2,468,373 0.4 3.8 2,229,556 0.3 9.7 △    

鉱 業 29,756,776 4.2 5.4 △    28,291,651 4.0 4.9 △    

建 設 事 業 205,909,598 29.4 1.6 △    203,938,508 29.1 1.0 △    

製 造 業 173,907,851 24.8 1.6 △    172,944,951 24.7 0.6 △    

運 輸 業 74,420,254 10.6 0.3 74,498,170 10.6 0.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,668,475 0.2 5.3 △    1,785,750 0.3 7.0

そ の 他 の 事 業 196,150,624 28.0 2.1 202,066,703 28.8 3.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,988,156 0.4 1.7 3,014,194 0.4 0.9

平成28年度　29年2月末 平成29年度　30年2月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,928億円で54.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,344億円で37.8％、傷病補償年金が285億円で8.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,176億円で33.1％、「製造業」が1,019億円で28.7％、

「その他の事業」が684億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　30年2月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 134,371,507 192,783,994 28,450,176 355,605,677 100.0

林 業 1,941,198 4,481,617 348,314 6,771,129 1.9

漁 業 356,798 1,134,805 67,853 1,559,456 0.4

鉱 業 1,799,650 13,769,079 4,222,457 19,791,186 5.6

建 設 事 業 37,581,696 69,732,619 10,322,066 117,636,382 33.1

製 造 業 50,422,914 46,017,313 5,475,735 101,915,962 28.7

運 輸 業 14,121,479 21,475,806 2,265,334 37,862,619 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
235,412 694,256 73,357 1,003,024 0.3

そ の 他 の 事 業 27,741,024 35,024,120 5,642,170 68,407,313 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 171,336 454,379 32,890 658,605 0.2

構 成 比 37.8% 54.2% 8.0% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成30年 2月末現在における保険料徴収決定済額は8,753億円で、前年同期に比

べて1.7％増となっている。保険料収納済額は8,465億円で、前年同期に比べて1.9％増となっている。また、収納率につ

いてみると96.7％となっており、前年同期に比べて0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,108億円で46.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,019 億円で 23.1％、「製造業」が 1,619 億円で 18.5％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 29年2月末 30年2月末 29年2月末 30年2月末 29年2月末 30年2月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 860,872,495 875,270,860 100.0 1.7 830,689,792 846,475,653 100.0 1.9 96.5 96.7

林 業 5,443,227 5,374,642 0.6 1.3 △   5,231,030 5,202,561 0.6 0.5 △   96.1 96.8

漁 業 2,003,733 1,984,436 0.2 1.0 △   1,893,621 1,883,246 0.2 0.5 △   94.5 94.9

鉱 業 2,974,119 2,814,997 0.3 5.4 △   2,654,886 2,518,854 0.3 5.1 △   89.3 89.5

建 設 事 業 194,182,868 201,919,354 23.1 4.0 179,847,234 186,807,379 22.1 3.9 92.6 92.5

製 造 業 161,967,783 161,923,339 18.5 0.0 158,489,663 158,919,880 18.8 0.3 97.9 98.1

運 輸 業 74,036,008 74,084,242 8.5 0.1 70,374,653 71,005,797 8.4 0.9 95.1 95.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,320,784 2,346,473 0.3 1.1 2,320,110 2,346,260 0.3 1.1 100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 404,044,456 410,829,542 46.9 1.7 396,614,741 404,288,597 47.8 1.9 98.2 98.4

船舶所有者の 事業 13,899,516 13,993,836 1.6 0.7 13,263,854 13,503,079 1.6 1.8 95.4 96.5

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

 


